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　2005 年12月1日、原子力発電施設の解体に伴って発生する廃棄物のうち、放射能レベルが極めて
低いものについて通常の産業廃棄物と同等の扱いを認める新制度（クリアランス制度）が開始された。
本制度は放射性廃棄物と放射性廃棄物として扱う必要のない廃棄物（クリアランス廃棄物）を安全に区
分するもので、原子力施設外への搬出の際に、放射能濃度の高い廃棄物がクリアランス廃棄物と混在さ
れないよう、国が厳格に監督、確認する仕組みも設けられている。なお、クリアランス制度が社会に定
着するまでの当分の間、国民の信頼を醸成するために、クリアランス廃棄物の搬出先ルートが明確化さ
れるとともに、クリアランス廃棄物を関係業界内で積極的に再利用することも進められる。
トピックス6　原子力発電施設解体に伴う廃棄物に関する新制度開始
　2005 年 12 月１日、「核原料物質、核燃料物質及
び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する法
律」が施行され、原子力発電施設の解体に伴って
発生する廃棄物のうち、放射能レベルが極めて低
いものに対して通常の産業廃棄物と同等の扱いを
認める新制度（クリアランス制度）が開始した。
　現在、我が国では 53基の原子力発電所が稼動し
ているが、その中で運転開始から 30年を越えた高
経年化に関する技術評価の対象となる原子力発電
所は７基にのぼる。また、既に運転終了となって
いる日本原子力発電譁東海発電所の施設の解体作
業が、平成18年度より本格的に開始される。
　原子力発電施設の解体に伴って発生する廃棄物
の中には、①放射性廃棄物、②超低レベルの放射
性物質を含む可能性がある廃棄物、③放射性廃棄
物には該当しない一般廃棄物が含まれている。こ
のうち、今回の新制度の対象となるのは②の廃棄
物であり、①の放射性廃棄物と②の放射性廃棄物
として扱う必要のない廃棄物を安全に区分しよう
とするものである。②の廃棄物とは、具体的には、
建物のコンクリート・鉄筋・鉄骨や燃料取り換え機、
熱交換器の一部などであって、それらの廃棄物に
含まれる物質の放射能濃度が一定レベル（クリア
ランスレベル）を超えないことが国により確認さ
れた場合にのみ、一般産業廃棄物として取り扱う
ことになる。ここで設定されているクリアランス
レベルは、原子炉施設から発生する金属やコンク
リートがどのように再利用されたり廃棄物として
埋め立てられたりしたとしても、その廃棄物から
の放射線レベルが基準値を超えないように決めら
れている。その基準値とは、自然界からの放射線
レベル（世界平均で年間 2.4mSv）の 200分の１以
下（年間 0.01mSv（注１））である。
　クリアランス制度の運用に当たっては、放射能
濃度が高い資材等（①）がクリアランスレベル以
下の廃棄物（②③）と混在して原子力施設外に搬
出されることがないよう、国が厳格に監督し確認
する仕組みが設けられている。具体的には、原子
力施設の解体時に事業者が行う放射能濃度の測定
および評価について、国が事前に測定及び評価の
方法を許可し、許可を受けた方法に基づき行った
測定及び評価結果を確認するという、２段階の関
与が行われる。なお、クリアランス制度が社会に
定着するまでの当分の間、国民の信頼を醸成する
ために、クリアランス廃棄物の搬出先ルートが明
確化されるとともに、クリアランス廃棄物を関係
業界内で積極的に再利用することも進められる予
定である。なお、海外では、原子力発電所を多数
保有するドイツ、スウェーデン、ベルギー等の国で、
既にクリアランス制度が導入されている。
（注１）年間 0.01mSv（ミリシーベルト）という数値は、国
際放射線防護委員会（ICRP：International Commission on 
Radiological Protection）などの放射線防護の国際的体系の
中で、人の健康に対するリスクが無視し得る線量として利
用されている。
